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日本の教育を考える 10 人委員会  

全国都道府県及び市町村アンケート 



アンケートの概要 
 
 
１．趣 旨： 
 

 わが国は、地方分権推進の一環として、税源委譲も議論されているところであり、

何を移譲する税源とするかが重要な論点となっていますが、移譲される税源によらず、

税源委譲の結果として、地域間の税収格差が大きくなるとの試算もあります。 
また、この議論の流れの中で、国庫負担制度の一般財源化も検討されているところ

ですが、これは地域によって義務教育の格差が生じる可能性を示しています。 
一方で、若年層の学力低下や理数科離れが叫ばれ、技術立国として成長してきたわ

が国の根幹にも関わる問題として取り上げられており、教育の重要性について再認識

されているところです。 
そこで今般、全国の都道府県及び市町村に対して「義務教育費国庫負担の一般財源

化」についての意見を把握するという目的で、アンケート調査を行いました。 
 
 
２．実施期間： 
 

平成 16 年 4 月 19 日～4 月 30 日 
 
 
３．実施対象： 
 

全国の都道府県及び市町村 
 
 
４．調査方法： 
 
郵送により配布し、郵送による無記名回収方式（自治体名明記） 
 
 
５．有効回答数： 
 

1,109 件（配布数 3,170 件、回答率 35％） 
 
  注）今回のアンケートは、全都道府県、全市町村の首長宛に送付したもの。 
    各自治体の情報共有ルートに差異があり、問合せ等から判断すると、すべての自

治体について首長が回答したわけではないと推察される。 
 



 
【問１】義務教育について国が最小限しなければならないこと（ナショナルミニマム）は

何だとお考えでしょうか。（○はいつくでも） 
有効回答数 1,109 件 
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①公立学校として国民の費用負担なく教
  育の機会を提供すること

②国民に対して均等に教育を行うこと

③優秀な教員を確保して質の高い教育
  を行うこと

④国民に対して最低限の知識を蓄積さ
  せること

⑤国民一人ひとりのもつ固有の資質を伸
  ばすこと

⑥長期的な人づくりのビジョンを示すこと

⑦その他

 
 
 
【問２】義務教育費の国庫負担が一般財源化されることが検討されていますが、これにつ

いて賛成ですか、あるいは、反対ですか。（○は一つだけ） 
有効回答数 1,104 件 

②一般財源化す
ることには反対す
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④ その他
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・ 「費用負担なく教育の機会を提供すること」、「均等に教育を行うこと」を国が保証

すべきという意見が多い。 

・ 「一般財源化に反対する」という回答が全体の９０％を占め、圧倒的に反対意見が

多い。 



 

【問２－１】問２で「一般財源化することに賛成する」と回答した方にお伺いします。そ

のようにお答えになった一番の理由は何でしょうか。（○は一つだけ） 
有効回答数 45 件 
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①義務教育は、運営も財政も地方主導で進
　めるべきだから

⑥その他

②一般財源化により、地方の裁量によって独
　自の工夫ができるから

③三位一体の地方分権を進めるためには避
　けられないから

④文部科学省の影響が薄まり、地方の主体
　性が発揮しやすくなるから

⑤教職員の意識改革が期待できるから

 
 
 
 
 
【問２－２】問２で「一般財源化することに反対する」と回答した方にお伺いします。そ

のようにお答えになった一番の理由は何でしょうか。（○は一つだけ） 
有効回答数 950 件 
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①憲法で定められている義務教育を運営するため
　に、国が財政的に保証することは当然だから

②財源に格差が生じ、大都市と地方で義務教育に
　地域格差が生じるおそれがあるから

③財政が逼迫し、教育環境を維持することが困難
　になるおそれがあるから

④給与に影響が出、優秀な教員を確保できなくな
　るおそれがあるから

⑤少人数学級の取り組みが後退するから

⑥財政論が優先され、教育論が欠落しているから

⑦その他

 

 

 

・ 賛成する理由としては、「地方の裁量によって工夫ができるから」という意見が比較

的多い。 

・ 反対する理由としては、「地域格差が生じる恐れがある」が最も多く、次に「憲法で

定められている義務教育を国が保証するのは当然」が多い。 



 

【問３】もし、義務教育費が一般財源化された時に、他の施策を削ってでも義務教育費は

確保される意向でしょうか。（○は一つだけ） 
有効回答数 1,084 件 

①義務教育費は、これ
までの国庫負担と同様

の予算を確保する
27%

③義務教育費は、自
治体全体の施策の中

で都度政治的に判断し
たい
26%

② 義務教育費は、優
先的に予算を確保する

47%

  
 
 
 
 
 

以上 
 

・ 一般財源化された場合、２７％の都道府県及び市町村はこれまでと同等の予算を確

保すると考えているが、残りの７３％の都道府県及び市町村は現状の予算とまった

く同額を確保する自信がないという可能性を持っていることがうかがえる。 
・  


